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ここ数年、インターネットは急速な普及を果たしてきた。大容量ブロードバンドになってからというもの、一般家庭における普及率は驚異的なものだ。情報検索はインターネットなしには語れなくなった。いいこと尽くめのような話ではあるが、急速な普及は悪い面も多々含むことになる。
個人情報の流出、詐欺、ウィルスの氾濫などあげればきりがない。その中でも、インターネット上における著作権侵害は最も深刻な問題となっている。被害額は数千億に上り、日本を始め、世界中のコンテンツ産業は常に著作権侵害と戦っている。グーグルブック検索のような巨大な著作権問題もあるが、最も問題なのは、個人がもたらす一つ一つの積み重ねだ。
塵も積もれば山となるという言葉があるように、個人の小さな著作権侵害が山のように積み重なり、膨大な数の侵害となっている。これは、大手を相手に交渉するよりも骨のいる話だ。なぜなら、個人個人を相手にしなければならないからだ。
まして、個人を著作権侵害で訴えたところで何の意味もなさない。なぜなら、個人に対して権利者が裁判を起こしても一銭の得にもならないからだ。だから、権利者にとって唯一の対抗手段はデータの削除しかない。
しかし、日々データの削除を繰り返しても、決して減ることのない著作権侵害は権利者にとって頭の痛い話である。だから、そのことを解決するために法律的側面と文化的側面からその整合性を図り、解決策を提示することが今回の目的だ。そして、そのことで法律、文化を超えたコンテンツの有り様を発見したい。
第１章　著作権侵害の実態
１　著作権侵害の被害額
インターネットが普及してからネット上の著作権侵害は増えている。では、実際にどの程度の被害があるのか、最も著作権侵害を促進しているWinnyの記事からそのことがわかる。
Winny上の著作権侵害ファイル、被害額は100億円相当～ACCSとJASRACが試算
コンピュータソフトウェア著作権協会（ACCS）と日本音楽著作権協会（JASRAC）は28日、ファイル交換ソフト「Winny」のネットワーク上で権利者に無許諾で公開・流通されている音楽ファイルとコンピュータソフトなどの被害相当額が、合計で約100億円に上るとの試算結果を発表した。
内訳は、音楽ファイルが4.4億円、コンピュータソフトなどが95億円。10月10日18時から24時までの6時間に実態調査を実施し、少なくとも21万ノードでWinnyが利用されており、音楽ファイル61万ファイル、ビジネスソフト約61万タイトル、ゲームソフト約117万タイトル、アニメ約18万タイトル、コミック約159万タイトルが流通していることを確認したという。
 音楽ファイルについては、1ファイルあたりのJASRAC管理楽曲を7曲と仮定して、月額使用料換算で約4.4億円に相当。ビジネスソフトは平均価格換算で約19.5億円、ゲームソフトが同じく約51.3億円、アニメが同じく約17.2億円、コミックが同じく約7.0億円にそれぞれ相当するという。
INTERNET WATCHより引用
http://internet.watch.impress.co.jp/cda/news/2006/11/28/14063.html

このように被害額は相当のものだ。これはあくまでもWinnyのみの被害であるため、「share」,「bittorrent」など他のファイル共有ソフト、You Tubeなどの動画投稿サイトを含めるとさらに被害額は増える。四年前の記事ではあるが、現在と被害額はそう変わらないと予測される。なぜなら、インターネットがブロードバンドになり、大容量のファイルが容易に交換できるようになったのがこの辺りからだからだ。
２　著作権侵害を助長している二つの要因
①ファイル共有ソフトとは
ファイル共有ソフトとは、インターネットを通じてファイルを不特定多数で共有することを目的としたソフトウェアである。ファイル交換ソフトとも呼ばれる。一般にファイル共有と呼ばれる場合、著作権を侵害する用途に使われることが多いため、グループウェアなどで文章などを共有する場合はドキュメント共有と呼び、区別されることが多い。有名なものとして「Winny」「Share」などがある。
②動画投稿サイトとは
動画投稿サービスとは、音声付の動画をインターネットで無料で提供するサービス。ソーシャル・ネットワーキング・サービスに分類される。通常ウェブサイトの形態をとり、P2Pを利用したものなどもある。有名なものとして「You Tube」「ニコニコ動画」などがある。
③ふたつツールの本来の目的
この二つは、もともと個人がファイルの交換をしたり、ビデオで撮影した動画などをみんなで楽しむためにつくられたものだ。しかし、現状は著作権侵害の温床となっている。だが、元の目的が目的なだけに今でもその道具自体が罪に問われているわけではない。例えるなら、拳銃をつくった人間が悪ではなく、それを人殺しに使うからこそ悪となり得るように。その事は、この記事で知ることができる。
大阪高裁、ファイル共有ソフト「Winny」の開発者に無罪判決   
2002年に公開されたファイル共有ソフト「Winny」による著作権侵害を巡る裁判で、元東京大学助手で開発者の"47氏"こと金子勇被告が著作権法違反ほう助の罪に問われていましたが、大阪高裁は無罪を言い渡しました。2006年12月の京都地裁判決では「著作権侵害に使用されていることを知りながらWinnyの公開を続けたことは著作権侵害のほう助にあたる」と判断され、罰金150万円の有罪判決が下りましたが、これが破棄された形。(Gigazineより引用）http://gigazine.net/index.php?/news/comments/20091008_winny_47/
このように、ツールそのものは悪ではないということが証明されている。これは動画投稿サイトも同様で、かつてはサイト閉鎖も議論されていたが、公式動画が増えるなどにぎわいを見せている現状が証拠だ。では道具ではなく何が罪に問われているのか。それは、道具を使いアップロードを繰り返しているユーザーたちだ。
④ユーザーへの罰則
ファイル共有ソフトと動画投稿サイトの一番の差違点は何か。それは著作権違反による逮捕者の数だ。
ファイル共有ソフト「Share」の利用者3人を初逮捕
Winnyでの逮捕者は今までも何回かあったのですが、ついにWinnyよりも匿名性が高いとされていたファイル共有ソフト「Share」の利用者が逮捕されました。しかも、今回逮捕されたのはいわゆる「神」「職人」と呼ばれていた一次放流者ばかりです。今回逮捕されたのは広島県東広島市の近畿大学の学生21歳、神奈川県川崎市の会社員34歳、東京都日野市の会社員41歳の計3人。「コードギアス反逆のルルーシュR2」「機動戦士ガンダム00」などのサンライズ作品をShareを使って公開していた模様。それぞれの詳細なプロフィールは以下のようになっており、いわゆる「神」「職人」と呼ばれている一次放流者であったようです。
【事件概要：男性A】
特徴：アニメーションを専門に、番組放送終了後、短時間で「Share」を通じてアップロード。
期間：押収されたPCの検証から、過去2年間分のデータが見つかっている。
家宅捜索：自宅から、PC6台、HD14台、DVDレコーダー3台、モニター1台を押収。
供述：「Share」を利用してテレビアニメーションを違法アップロードしていたことを自供。
その他：大量にテレビアニメーションをアップロードしているとして、「2ちゃんねる」で話題に。
【事件概要：男性B】
期間：男性は4年前から「Winny」を利用し始め、一時は「Share」と併用していたが、今年4月からは「Share」のみを利用。
家宅捜索：自宅から、PC4台、HD10台、DVDレコーダー1台を押収。
供述：「Share」を利用してテレビアニメーションを違法アップロードしていたことを自供。
その他：男性は、長期間に渡り、大量にテレビアニメーションをアップロードしているとして、「2ちゃんねる」で話題に。
【事件概要：男性C】
家宅捜索：自宅から、PC3台、 HD3台を押収。
動機：他の「Share」ユーザーが喜んでくれることがうれしかったため、テレビアニメーションのアップロードを続けていたと供述。
その他：男性は、大量にテレビアニメーションをアップロードしているとして、「2ちゃんねる」で話題に。
（Gigazineより引用)http://gigazine.net/index.php?/news/comments/20080509_share/
以上あげたのは一例にすぎない。これ以上の逮捕者がいることに注意してほしい。しかも、今回は一番使われているWinnyの逮捕者ではない。こっちはもっとたくさんの数がいる。
では、動画投稿サイトの逮捕者数はどのくらいか。それは、０人だ。確かに、ファイル共有ソフトの方が圧倒的に被害額、件数ともに多いのは間違いない。しかし、動画投稿サイトでもやっていることは同じである。ではなぜこうも差が出ているのか。それは二つのツールの決定的な違いがあるせいだ。
⑤管理者の有無
それは、管理者の有無だ。もともとファイル共有ソフトは、ファイルを個人個人でやり取りするために作られている。そのためこれといった管理者は存在しない。だが、動画投稿サイトには管理者がいる。You Tube にはgoogleが、ニコニコ動画にはdwangoという企業が営利目的で運営している。もともと、ファイル共有ソフトには商業的な目的はない。しかし、動画投稿サイトは商業目的で作られている。当然こうなると同じアップロードでも、明確な管理者がいないファイル共有ソフトでは、個人にそのまま責任が及ぶことになる。しかし、明確な管理者のいる動画投稿サイトでは、運営会社に責任が行くことになる。だから、よほど悪質な場合でない限り、責任は管理会社がとってくれる事になる。もちろん、同じ著作権侵害である事に変わりはない。だが、その責任の所在が異なるのだ。そのため、逮捕者にこれほどの差が出ている。
第２章　著作権侵害の原因
１　法律的側面から見る著作権侵害
著作権侵害を理解する上において、著作権に関わる法律抜きに語る事はできない。そのため、この章では著作権の基本概念、罰則規定を紹介している。
①著作権とは
著作権とは、著作物を排他的・独占的に利用して利益を受ける権利のことをいい、知的財産権の一種である。他の多くの権利と同様、国ごとに権利の具体的な様態が異なっているが、著作権法によって保護の範囲や対象などを規定する場合が多い。国際的には、ベルヌ条約や万国著作権条約などの条約が各国共通・最低限の権利保護範囲を定めている。ベルヌ条約加盟国の場合、国内の著作権法は、ベルヌ条約より広い保護を定めるのが通例である。
著作隣接権とは、著作物を伝達する場合に、実演家、レコード製作者、放送事業者、有線放送事業者に与えられる権利で、もとの著作物の著作権に抵触しない範囲で伝達者に認められる権利。ただし、映画の著作物に固定化されたものについては、実演家及びレコード製作者の著作隣接権は認められない。また、実演家が録音権・録画権を認めたものを「放送」するには実演家の追加許諾が及ばない点や、放送事業者等が放送権行使のために「録音・録画」することは著作隣接権に定める録音権、録画権の許諾を要しないなど、著作権法の法令用語と日常用語との混乱には留意を要する。
著作権法とは、著作権の範囲と内容について定める法律で、知的財産の保護・盗作への罰則などに関する取り決めを定めた法律である。国際条約として文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約があり、この条約に批准する国は基本的にこの条約が礎となっている。一般的に知られている著作権の概念としては個人の創作物に対する権利つまり個人的なものと捉えることができる。しかしそれを世の中に発表するには個人ではほぼ不可能である。例えば音楽を作った場合、それを世の中に広めるにはレコード会社やその他多くの人の力が必要となる。そのために著作隣接権がある。
公衆送信権は、著作権の一部で、公衆によって直接受信されることを目的として著作物の送信を行うことができる権利である。公衆送信権に関連する権利として、送信可能化権、伝達権がある。いわゆるネットに動画や音楽などをアップロードするときに関係してくる権利の事で、今回一番重要な権利だ。
②著作権侵害とは
個人の作品には著作権がある。著作権は日本国憲法で知的財産権の１つとして認められている。そして著作権は著作権法により保護されている。これにより著作者の承諾なしに著作物を不正使用すると著作権侵害となり著作権を保護している著作権法にひっかかることになる。ただし個人の作品には著作権が認められないものがある。著作権が認められるものとして典型的には美術、音楽、文芸、学術に属する作品、絵画、彫刻、建築、楽曲、詩、小説、戯曲、エッセイ、研究書などがその代表的な例である。他に写真、映画、テレビゲームなど、新しい技術によって出現した著作物についても、保護の対象として追加されてきた。しかし全く創作性のない表現と、情報やアイディアがある。例えば、五十音順に人名と電話番号を配しただけの電話帳や丁寧に書かれただけの正方形などは著作物ではないので保護されない。このように著作権が認められないものは問題ないが著作権の保護範囲のものを不正使用すると違法となる。
③著作権侵害による罰則
著作権法に定められている罰則は著作権が侵害された場合の救済手段として差止請求権が明文で認められている。損害賠償請求は一般法である民法の規定によるが、損害額の算定に関して特別の規定が設けられている。さらに権利侵害に対しては刑事罰も規定されているが、これらは親告罪とされている。ただし、コピーを防ぐためのプログラムを解除する装置やソフトを販売したり、著作者名を偽って販売を行ったりした場合には、権利者の申告は必要ない（非親告罪）となっている。 つまり営利目的で無断使用した場合は有無を言わさず刑事罰となるが、非営利目的の場合、親告罪であるため権利者から違反者が訴えられない限り罪として問われることはない。それに最初の記述にあるように差止請求がほとんどである。よほど悪質でない限り逮捕される事はない。それに、上述の通り動画投稿サイトの逮捕者はいない。
２　受けて側の対処
①データの所在
今まではアップロード者を対象としてきたが、今度は受け手側。つまり、違反動画などを享受した人たちのことを考える。アナログ分野における著作権法はかなり整備されているが、デジタル分野ではまだまだである。例えば人の本を勝手にコピーして売った場合、売り手側は違反者であるが、買い手側は違反者ではない。なぜなら売りで側は悪意であるが、買い手側は善意か悪意か判断が難しい。それに自分から買い手であると名乗り出る人もいないだろう。
このよう買い手は違法著作物の恩恵を受けているにも関わらず、罪に問われないということがおこる。もちろんインターネットも同様である。しかしインターネットの場合さらに複雑になってくる。その違法著作物が、ネット上にあるか自分のパソコン上にあるかで変わってくる。前者はその著作物が動画投稿サイトなどのネット上で閲覧可能な状態で、インターネットエクスプローラやFireFoxなどのブラウザで見たり聞いたりしていることを指しており、ストリーミングと呼ばれている。後者はネット上の著作物を自分のパソコンにダウンロードした状態のことをいう。
ネット上の違法著作物は権利者からの請求があれば消されて見られなくなる。つまり、ストリーミングでは、データが消された場合見れなくなる。だが、ダウンロードした場合、データが手元にあるためいつでも見られる。これが２つの決定的な差だ。
②ダウンロード違法化
元々、受け手側を取り締まる法律はなかった。だが、今回新たな法案が施行される予定だ。
ダウンロード違法化、「アップ対策だけで秩序は保てない」「総体として権利者の利益侵害だが、個々人の違法ダウンロードに罰則は不要」
2010年1月に施行予定の改正著作権法で盛り込まれた、いわゆる「ダウンロード違法化」条項について、文化庁 長官官房 著作権課 著作物流通推進室長の川瀬真氏が、2009年7月30日に開催された日本レコード協会（RIAJ）の報道関係者向け懇談会で講演した。
ダウンロード違法化条項は、権利者の許可なくインターネット上にアップロードされた音楽・映像の違法コンテンツについて、違法にアップロードされたものであると知りながらダウンロードする行為を違法とするもの。従来の著作権法では、違法にアップロードされたものであっても、著作権法30条に定める私的複製の範囲内であれば、ダウンロードが認められていた。違法着うたやファイル交換ソフトによる違法コンテンツの配信が広がっていることに対処するため、改正著作権法で違法とされた。
なお、ダウンロード違法化が適用される条件として、対象のコンテンツが違法にアップロードされたものであることを、ダウンロードしたユーザーが知っている場合に限定している。また、罰則は設けていない。プログラムや漫画、小説など、音楽・映像以外のコンテンツに対しては、ダウンロード違法化の適用を見送っている。
「訴訟の積み重ねより、日本人の順法精神で新しい秩序を」
ダウンロード違法化の背景として川瀬氏は「違法アップロードは公衆送信権侵害で検挙できるが、従来の著作権法では違法コンテンツのダウンロードは私的複製に当てはまり合法という状態が続いていた。また、ファイル交換ソフトの機能が上がっており、誰が違法コンテンツをアップロードしたか分からないといったソフトもある。違法アップロードだけの対策ではネットの秩序を保てず、違法アップロードと違法ダウンロードの両方から違法コンテンツの流通を抑制する必要があると判断した」ことを挙げている。
また海外事情にも触れ、「ドイツ、フランス、スペイン、フィンランドなど欧州各国でもダウンロード違法化が法制化されている。英米法系の国ではそもそも私的複製による著作権の制限規定がなく、米国でも違法コンテンツのダウンロードはフェアユースに該当しないとする判例がある」として、欧米各国でもダウンロード違法化の整備が進んでいることを説明した。
ダウンロード違法化に限定条件を付け、罰則を設けなかったことについては、「ダウンロード違法化の背景は、個々のユーザーがパソコンなどで複製すること自体が社会正義に反するというよりも、さまざまな方がファイル交換ソフトやインターネットを使ってダウンロードすると、総体として正規配信に悪影響を与えているということ。そうした観点から、今回の改正では個人を罰則により罰するのは不要ということ」と語り、個別の違法ダウンロードを取り締まることが目的でないという趣旨を説いた。
権利者が違法ダウンロードを行ったユーザーに対し損害賠償を求める民事訴訟を起こすことは理論的には可能だが、「民事訴訟でユーザーが情を知っていたか否かを判断するのは、現実には難しい」との見解を示した。その上で川瀬氏は、「訴訟を重ねてルールを作るのでなく、穏やかなルールを作り周知することで正規の流通を守り創造のサイクルを確保することが今回の改正の狙い。ファイル交換ソフトの使用をやめた人に理由を聞くと、セキュリティー上の懸念に次いで著作権侵害が2位にきている。日本人は順法精神があると言われているので、ルールに対する意識を広めることで、新しい秩序を作ることが目的」と語り、罰則のない規定とユーザーの意識により、コンテンツの違法流通に歯止めが掛かることに期待を示した。文化庁では、RIAJや日本音楽著作権協会（JASRAC）、音楽出版社協会（MPA）など権利者7団体と共同で連絡協議会を設置。ダウンロード違法化の周知と、今回の改正に便乗した不正請求に対する注意喚起など、官民合同で広報活動に取り組むとしている。
It Proより引用http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20090731/334872/
このように、受けて側も罪に問われる可能性もでてきたが、罰則規定はない。そのため、法的な拘束力は低い。記事のように注意を促す事が目的であるため、それほどの効果があるとは思えない。詳しくは第３章の解決策で論じる。
２　文化的側面
①デバイス、ソフトの進化
インターネットが使用できるデバイスはパソコン以外にもケータイやゲーム機などさまざまなものがある。パソコンは昔に比べればはるかに性能が上がっているのは誰でも知っていることだ。その性能のよさこそが今の状態を作り出すのに一役買っている。メーカーはより簡単に便利なものを提供するためにものづくりをしている。
その努力のおかげで今パソコンを簡単に操作することが出来ている。つまり誰でも簡単に複雑なことができるようになったからこそ、著作権侵害は増加の一途を辿っているのだ。ハード面では低価格を実現し、ソフト面では使いやすさを提供してくれている。
フリーソフトをつかえばＤＶＤのコピーも容易だ。ウイルスだろうが有益なソフトだろうが共有されることで爆発的に増えるインターネットにとって問題なのは、一度広まってしまったものをなかったことにすることが難しいところである。デリートが簡単な反面、コピーも用意ということになる。もしインターネットに流出してしまえばオリジナルを消したとしても、多くのコピーがネット上には氾濫している。それらすべてを消すことは不可能である。一度作られたデータにオリジナルという概念はない。データをコピーしても見分けがつかないし、果たす役割も同じである。だからネットコンテンツは万人に同じ恩恵をもたらす。それを使うか使わないか個人の問題であるが、みんなが使っていると使いたくなるのが人である。
②ネットユーザーの意識
インターネットは多くのコンテンツがある。それらは誰かが供給しているからこそユーザーが享受することができる。供給側からしてみれば仕事でやっているため、インターネットに関する意識は高いが、ユーザーはインターネットを単なる暇つぶしとしてつかうことのほうが多い。そのため意識は低いと言える。ユーザーは何かを生み出すためにインターネットをしている人は少ない。
「意識が低いとどうなるのか？」その意識の低さこそが今のインターネットのありさまを物語っている。ユーザーの大多数は暇つぶしに使っている。ただの暇つぶしにあまりお金をかけたくないと考えるのが普通である。例えば見たい映画がある。わざわざレンタルしなくてもインターネットでみられるのであればそれで済ませる。聴きたい音楽がインターネットで聴けるのであれば、わざわざＣＤを買わなくて済む。それがユーザーのインターネットに対する意識の低さの弊害だと思う。
第３章　著作権侵害の解決策
１　ファイル共有ソフトの対処法　アップロード者の対処法
①現行の法律を遵守した場合
今現在の法律で著作権侵害が減っていないのは明白だ。確かに罰則はあり、逮捕者はいるが、それが直接的に著作権侵害を減らしているとは思えない。昨今Winnyの利用者は減っている。しかし、それはウィルス感染が拡大したことによる偶然の産物にすぎない。法律は一辺たりとも関わっていない。現行の法律に問題があることは火を見るより明らかだ。今のままでは著作権侵害を減らすことはできない。
②法律を強化した場合
それでは法律の執行力を強めて、片っ端からアップロード者を取り締まったとしよう。そうすればネット環境が萎縮してしまう可能性がある。誰もが中立的に楽しめる場がインターネットである。しかしマイナス要因が少しでも働いた場合、ネットユーザーが安心して利用できなくなる。違法著作物がネットを盛り上げているのも現状であり、全てを厳しく律することは逆効果になる。さらに、ネットユーザーが不買行動を起こす可能性もある。強い規制を行使するのは企業側である。しかし、規制を強くしすぎれば不買行動を起こす引き金になるかもしれない。そうなれば、権利者側は強い武器を持っていても使えないことになる。そうなれば、法律を強化しても元も子もない。
③ツールそのものの使用を禁止する
これが一番効果が高いだろう。臭いを元から絶てばなくなるのは自明の理だ。しかし、ツールそのものは違法ではないため現実的には不可能だ。今後、上告され著作権侵害幇助に問われればまた変わってくるだろう。だが、拳銃を違法にすることは間違っている。
２　受け手側の対処法
①違法著作物を見るのを違法とした場合
これが仮に採用されてもあまり意味はないだろう。なぜなら違法アップロード者さえあまり罪に問われていないのに、ただ見ているだけのユーザーが違法といわれてもピンと来ないだろう。それにアップロード者は特定するのは容易いだが、視聴者側など特定できるわけがない。一体何人の人間がそれを見ているかわからない。それらを罪に問うなどとても無理な話である。それに違法著作物だと知らずに見ていた場合はどうなるだろうか。その場合罪に問わないことが妥当だろう。なぜなら、仮に知っていたとしても罪にとわれるようなレベルのことでもない。知らないならなおさら罪に問われることはないだろう。
②ダウンロードを違法化した場合
上記で取り上げたように、ダウンロードの違法化に罰則はない。ただのざる法である。なぜなら、違法著作物と知っている事を立証しなければ罪には問われない。ましてや、罰もないのであれば意味はない。周知することで利用者の減少を狙っているようだが、効果がそれほどあるとは思えない。確かに、アップロード者の取り締まりだけでは足りないのは事実である。しかし、このような法律では意味がない。ダウンロードを違法化するのであれば、明確な罰則を科すべきである。ただし、その場合ネットの萎縮が起こる可能性があるため、抜け道をつくる必要がある。
３　動画投稿サイトの対策
①宣伝効果を売りにした権利者との交渉
動画投稿サイトは違法アップロード動画がほとんどである。これだけ著作権侵害に一役買っているのに、サイトごと潰されないのはなぜだろうか。
違法に音楽をアップロードしていたとして閉鎖させられたナップスターというサイトがある。ちなみにこのサイトはファイル共有ソフトに類似しているが、ナップスター社として管理されていたため取り上げた。では、なぜこのサイトはつぶれたのか。それは、管理者の対応と時代である。この時代は、まだそれほど違法著作物が多くはなかった。そのため、いまよりも取り締まりが厳しかった。そして、管理者が権利者に対して、権利の主張をしたからだ。つまり、この管理者は権利者からの削除の申し入れを無視したから閉鎖させられたのである。
だから、権利者からの削除申し立てを尊重している今の動画投稿サイトは閉鎖させられる心配がない。だが、すべての権利者が削除要請を行っているわけではない。権利者が気づいていないという可能性もあるが、黙認している場合もある。権利者により対応はまちまちである。
ではなぜ黙認しているのか。それは動画投稿サイトには宣伝効果があるからだ。多くの人の目にとまり、購買につながるケースがある。
レッツゴー！陰陽師
『新豪血寺一族 －煩悩解放－』において、ゲーム中の一定条件を満たすと見ることができるPVが作成されたことで状況が一変する。ステージ背景のキャラクターである陰陽師「矢部野彦麿（やべのひこまろ）」が3Dアニメで登場し、巫女の「琴姫」や3名の僧侶からなる「坊主ダンサーズ」とともにロングバージョンの同曲に合わせて歌って踊るものが発表され、2007年1月～2月にかけて、閲覧者が自由にコメントを書き込むことの出来る動画配信サービスニコニコ動画上で爆発的な人気を呼び大きな話題となった。
この動画が話題になった当時、ニコニコ動画はYouTube等外部の動画共有サイトから取得した動画にコメントを付ける方式をとっていたが、制作者側はこの動画がアップロードされてインターネット上で話題になった事について「大勢の人に楽しんでもらえたから」との理由で、無断配信を黙認する姿勢を保っており、ニコニコ動画がニコニコ動画(夏)になった2008年現在でもなお、当時と変わらぬ人気がある。合計再生数は2008年1月に「【初音ミク】みくみくにしてあげる♪【してやんよ】」に抜かれるまで、全動画中1位の再生数を誇っていた（3月5日現在は陰陽師が2位）。この経緯は、カワズ君の検索生活の2007年3月17日放送回においても取上げられている[1]。尚、2008年11月12日には「【初音ミク】みくみくにしてあげる♪【してやんよ】」に続いてニコニコ動画史上2番目の500万回再生を達成している[2]。
その後、ニコニコ動画の管理元企業であるdwangoが正式に契約を結び、同社の着うたサイト上で同曲を配信することになった。製作元のノイズファクトリーもフルコーラスバージョンのサウンドトラックCDを通例どおり自社通販で販売する事を発表したところ、自社通販の対応能力を超えかねない膨大な注文を受けたため、一般のCDショップにおいても販売されることとなった。自社通販版と一般販売版においては、収録内容に一部相違がある[3][4]。以上の経緯により、矢部野彦麿らは背景キャラクターに過ぎぬにもかかわらず、本作を熟知しないユーザーからは、豪血寺一族の濃いキャラクター陣の中にあっても最も有名なキャラクターのひとりとなった。
wikipedia豪血寺一族より　http://ja.wikipedia.org/wiki/豪血寺一族
上の記事からわかるように、無断配信した結果多くのネットユーザーから認知され話題になった。そして権利者は正式に配信許可を与えた形となった。このように場合によっては宣伝効果として働くこともある。最近はそのことが認知されてきたため多くのスポンサーが公式チャンネルを持つようになった。動画投稿サイトは確かに著作権侵害に一役買っているが、悪いことばかりではない。全ての権利者に理解されるとは思わないが、管理会社が権利者と交渉して権利を取り込んでいき、公認動画を増やしていくことが理想だ。
②著作権管理者団体との交渉
動画投稿サイトの代表であるＹｏｕTｕｂｅ、ニコニコ動画ともにジャスラックと契約している。これでジャスラックに管理されている音楽に関してはユーザーがその音楽を使った動画をアップロードしたとしても管理者側が料金を支払うことで合法的に音楽を使えるようになった。
ただし、音源をそのままアップロードできるということではなく、あくまでも歌ったり、演奏したりすることができるだけである。音源をそのままアップロードするためにはレコード会社の承諾が必要となる。動画の場合はジャスラックのような管理者団体がないため、もし動画を合法的にアップロード可能にするにはそれぞれの動画の権利者に直接交渉するしかない。だがそれも動画投稿サイトの有用性が認められれば問題はないだろう。
③著作権侵害動画の削除
今現在最も効果を上げているのがこれだろう。管理者は権利者からの申し立てがあったり、取り決めている規定に引っかかる動画は自主的に削除している。恐らく、動画投稿サイトにおいて、これ以上の対策は見込めないだろう。
結論

１ファイル共有ソフト結論

ファイル共有ソフトは商業的な価値が見込めないことがわかった。理由は、明確な管理者がいない場合、そのツールの方向性がはっきりしないためだ。だから、著作権侵害ファイルが不利益しか生み出さず、経済損失のマイナス要因となっている。
ツール自体は違法ではないため、法律を強化してユーザーに呼びかける必要性がある。現状の法律ではアップロード者の取り締まりはできていない。仮に今以上の法律強化をしたところで多少減ることはあってもなくなることはないだろう。
そのため、アップロード者の取り締まり以上に受け手への対処が重要になってくる。恩恵を受けている人たちは無料であるからこそ利用しているだけにすぎない。Winnyのウイルス感染が原因で利用者が減ったように、不利益があればユーザーは使わなくなる。ダウンロード違法化の罰則規定を盛り込み、ユーザーに対して不利益を感じさせる対策が必要になるだろう。ただし、ネットの萎縮につながる場合もあり、動画投稿サイトを抜け道としてつかうべきだろう。
2動画投稿サイト結論
動画投稿サイトにおいては商業的価値が見込める。管理者が権利者と理解し、新たなコンテンツの使い方が模索されつつある。公衆送信権侵害者がアップロードしたファイルは管理者が責任を持って消し続け、可能な限り被害を小さくし、その中で芽生える文化を育てていく方が、法律を使ってサイトを撲滅するよりいい。動画投稿サイトは法律的な側面を超えた文化的な側面から語られるべき存在だ。違法かもしれないが、コンテンツの新たな可能性のために必要な違法性だと思う。
ファイル共有ソフトの著作権侵害をこちらに向けることでソフトの利用者を減らす効果も担うことができる。こちらであれば、不利益なくユーザーを導くことができ、広告などを入れることで商業的価値を見いだすこともできる。権利者も動画投稿サイトに対しては寛容に対処しているところがある。これが今後著作権侵害の解決策となりえるだろう。
3商業的価値が解決の鍵
結局のところは、商業的な価値が見いだせるか、そうでないかだろう。権利者は利益追求が目的であるため、利益がでるなら違法であっても黙認する。いかに商業的価値を見いだせるかが、今後の法律、コンテンツの有り様を決めるだろう。
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